（別紙１）

予算要求資料
平成29年度当初予算　支出科目　款：教育費　項：特別支援教育費　目：特別支援教育費　　　
	事業名　新発達障がい等総合支援モデル事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　教育委員会　特別支援教育課　特別支援教育係　電話番号：058-272-1111（内3553）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c17783@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　８，０００千円（前年度予算額： ０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	8,000
	1,755
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,245

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　◆中学校の通級の状況

○通級指導を受けている児童生徒数（平成２８年度）

中学校　158人　　小学校　3,021人
　　○小学校と比べ、中学校で極端に通級が少なくなる。

→小学校で通級による指導を受けたことで状態が改善していることもあるが、発達障がい等による生活上・学習上の困難が継続しているにも関わらず、通級に通いにくい状況が発生し支援が途切れてしまうことから希望しやすい仕組みを確立する必要がある。

◆高校学校の状況

○公立高等学校おいて発達障がい等により特別な支援が必要な生徒が増加
○中学校特別支援学級から高等学校へ進学する生徒は年々増加
○文部科学省では、平成２６年度から平成２８年度の３年間で、全国１７の都道府県政令市を指定し、通級による指導（自立活動領域）実施し、平成３０年度から高等学校に通級による指導の制度を開始
→平成３０年度の制度化に向け、準備を早急に進め、あわせて希望
　しやすい仕組みとする必要がある。

（２）事業内容

　・中学生の精神面を考慮し、通級指導に代わる新しい学びの場のモデルを構築する。
・多様な生徒に対する支援体制の強化を図るため、高等学校においてコミュニケーション指導のモデルを研究する。
・小学校⇒中学校⇒高等学校の学びを引き継ぐためのシステムを構築する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　国（文科省）の平成29年度教育支援体制整備事業費補助金（ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育推進事業）の「発達障害支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ」、｢合理的配慮協力員｣を活用予定

補助率1/3
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	5,426
	専門家等謝金

	旅費
	1,289
	専門家費用弁償、業務旅費

	需用費
	508
	消耗品費（コピー代、ICT支援機器消耗品　等）

	備品購入費
	777
	ICT機器購入

	合計
	　8,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　次期子どもかがやきプラン（平成２９年３月策定予定）
（２）国・他県の状況

　　平成３０年度より通級による指導の制度化
　　　・高等学校における通級による指導の制度化及び充実方策について

（文部科学省調査研究協力者会議報告　平成２９年３月）

・学校教育法施行規則改正（近日中）

　　　・高等学校学習指導要領改訂（平成２９年度中）

事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・中学校における個別支援教室のモデルを２年間で構築する。
・平成３０年度からの制度開始に向け高等学校における少人数コミュニケーション指導のモデルを構築する。

・中学校の個別支援教室と高校のコミュニケーション指導をつなぐ引継システムを構築する。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	中学校個別支援教室

	０
（H28）
	1
（H30）
	2
(H32)
	0
（H28）
	2
（H32）
	％


	高校コミュニケーション指導
	0
（H28）
	2
（H29）
	7
(H30)
	0
（H28）
	9
（H31）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	



（前年度の成果）

	
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	中学校で通級指導を受ける生徒が極端に減少する中、小中高と一貫して必要な支援をつなげるためには、中学校、高校に新たな学びの場を整備し、それをつなげるシステムを構築する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・発達障がいのある生徒一人一人のニーズに応じた教育を提供するため、新たな学びの場のモデルを構築する必要がある。

・特に必要な支援が中学校で途切れてしまい、不登校等の二次障がいが発生しないよう、各学びの場をつなぐ引継システムを構築する必要がある。

・それぞれの学びの場を担当することができる専門性の高い教員を養成する必要がある。


（次年度の方向性）
	・中学校個別支援教室については、継続してモデル研究を行う。
・高校少人数コミュニケーション指導については、継続してモデル研究を行うとともに、各学区においてもコミュニケーション指導を開始する。

・小中高の引継システムの構築については、継続してシステム構築の研究を行う。


